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はじめに一 一経営請負い制 とは何 か
1978年にはじまる中国の改革において,国有企業の改革は2つ の段階を
経過 したとされる。第一段階は78年から86まで の 「放権譲利」の改革,
すなわち,従来政府が集権的に掌握 していた企業管理権限を企業に移管 し,
企業に一定の経済利益を譲渡することをねらいとした改革が実施された。
それは,企 業側か らいえば,経 営自主権を獲得 し利潤留保を拡大すること
であ り,経済的イソセソテ ィブを通 して企業の活性化をめざすものであっ
た。第二段階は1987年から本格的に開始され,現在 まで続いている経営請
負責任制の改革である。経営請負い制は 「放権譲利」の成果を踏まえ,所
有権(国 家)と 経営権(企 業)の 分離を図 り,長 期的な観点から企業が自
立的な経営 メカニズムを発揮し,活 力ある自立 した経営体になることを最
終的な 目標 としている。自立的な経営メカニズムとは,市 場経済を踏 まえ






経営請負い制の基本的な原則は 「包死基数,確 保上交,超 収多留,欠 収
自補」,すなわち,企業は,①一定額の利潤を基数 として政府への利潤上納
を請負 う,②基数を超過 した利潤部分は企業 と政府のあいだで分けるが,
企業に多 くの こす,③ 基数に満たない場合はその差額を企業の責任で負担
して上納する,と い う原則である。 この原則に基づいて企業が政府 と請負
い契約を結び,国 家に対 して利潤基数の上納を請負 うことが経営請負い制
の基本内容である。つまり,利潤分配面でいえば,ま ず政府への一定数の
利潤上納を保障 し,企 業 もより多 くの利潤を留保できることをね らったの
である。
「全人民所有制工業企業経営請負い制暫行条例」(1988年3月1日施行)
の規定によれば,国 有企業の経営請負い制度の基本的構成は以下の とお り
である。
(1)契約当事者の地位 と関係:請 負い発注者(政 府関係部門)と 請負い者







数を請負い,基 数を超過 した部分は比例分配,③ 利潤の薄い企業は定額






(5)請負い指標:利 潤上納(欠 損の減少),技術改造,指 令性生産計画・供
給計画,製 品の品質,国 家資産の維持 ・増加,留 保利潤の使用法,借 款
の返済など,こ のなかで利潤上納(欠損の減少)と技術改造が主なもの。
(6)請負い期間:一 般に3年 以上。
(7)経済効果利益 と賃金総額 との リソク:そ の形式は実際状況に応 じて確
定する。
(8)資金分帳制の試行:企 業の資金(固定資産 と流動資金,減 価償却基金)
を国家資金と企業資金(自 己資金)に 分け,別 個に分帳する。
(9)リスク基金:請 負い企業の欠損を担保する基金で企業資金をあてる。
(1①請負い実施以後の借金:原 則的に企業資金か ら償還する。
(11)留保利潤の分配:企 業が生産発展基金,福 利基金,ボ ーナス基金の分
配比率を合理的に査定し,請 負い後に増えた留保利潤は主に生産発展基
金 として使 う。
(12)企業内の指導制度:経 営請負い企業は工場長(経 理)責 任制を実施す
る。









予算内国有工業企業(3万7千 余)の90%以上 が請負い制を実施 した とい
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た4)。他にある企業法人が別の企業の経営を請負 うとい う形式 も実施 され
ている。
他方,政 府側の請負い発注主体は複雑である。請負い発注主体 としては
請負い企業の主管部門が最 も一般的だが,そ の他に財政当局,税 務当局,
銀行,労 働当局,経 済体制改革委,経 済委員会,国 有資産管理部門などが
関与す る場合が多い。また上記の関連機関が連合して請負い主体になる場
合 もある。 この構成の多様性のために請負い発注主体の責任があいまいに
な りやすい5》。しか もそれぞれの政府当局が多少 とも異なる利益関心をも
つために,請 負い企業に対 して異なる要求をもつ。例えば,よ り多 くの財
政収入を確保するために企業の請負い基数をできるかぎり高く設定 しよう
とす る財政当局に対 しては,企 業の主管部門は請負い基数を超過達成 した
部分を多くするため企業の請負い基数をで きるだけ低 くする姿勢を示す と
い う6)。ただし,その企業の主管部門も企業 との交渉に際 しては請負い基数
をで きるだけ高 くしようと努力する。
政府機関と企業 とのあいだの請負い契約関係は 「平等 ・自願 ・協商」の
原則を前提にそれぞれ権利 ・義務を負 う双務的な関係であると規定された
が,実 際にはそ うした関係は形成 されていないようである。実際の問題点
としては第一に,請 負い関係において政府側 と企業側の権利 と義務が 「非
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対称」「不平等」であ り,多 くの請負い契約では企 業側の責任と義務を規定







側 と企業請負い側の1対1の 個別的交渉 と駆引の結果であるとい う点であ
る。 この請負い制のもつ個別性,非 規範性は制度の早急な規範化,統 一化
を求める改革積極論者から強 く批判されている点である。請負い制推進論
者はこれに対 して,企業をめ ぐる市場 ・価格条件が地域,部 門,企 業によ
りさまざまで統一化 されていない現状のもとでは請負い基準も無理に統一
化することはで きず,個 々の企業実績に応 じて基準を設定する請負い制の
や り方が現実的であると反論 している9)。




は企業従業員代表,専 門家,企 業主管部門代表 な どから構成される。 この
選考委員会の構成は企業代表 よりは企業主管部門代表の方が優勢を占めて




現行の請負い企業の経営者の三分の二は競争 メカニズムを通 してではな く
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て行政が指定したもの とい う12)。あるいは「実際大多数の請負い企業では行
政命令の手段をとっている。企業は[行 政の]命 令を奉 じて請負 うか協議
によって請負っている」13)状況であるとい う。ただ,行政側の指定・命令 と
いっても,ただ一方的な命令とい うよりは形式上,企 業 との協議の形態を
とっているのが普通である。「現行体制の下では80%以上の請負い企業が
行政 との 『協議方式』で請負人を確定 している」14)という。








れば,下表1の とお り。「両保一掛」とは,上 納利潤 と技術改造任務の二つ
の請負い項目を保障 し,企業の経済効果 と賃金総額 との リンクを実施する
表1国 有大中型企業9024社の請負い形式





























交渉によるが,主 として企業の経営 ・収益状況 と政府当局側の財政事情に
よって規定 される。一般的に言えぽ,上 納利潤逓増請負いは企業の収益状
況が比較的よく,将来増大が見込め る場合で,政 府当局の財政要求を比較









請負 い期 間は 「一般 に3年 以上」 と規定 されて いるが,実 状 は必ず しも
これ に従 っていな い。請負 い期 間の現状 は一般 に は1～3年 で3年 が主で
あ る とい う18)。359工業企業 の調査(1990年)では 第一期 の請 負い期間 が1
～3年 であ ったの が167企業(46.6%),4年以上 が192企業(53.4%)で
あ った19》。またハ ル ビン市 では国営企業 は一般 には3年 であ るが,集 団所有
制 企業 の場 合は60%の 企業 が1年 であ った とい う2°》。請負い期 間が1～3
年 以 内では,ま ず長期的 な観点 か ら経営 を行な うこ とは不可能 であ り,経
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営の 「短期行為」化の要因となる。






現行の請負い制 の最 も基本的な手続 きは 「包死」すなわち,上 納請負い
利潤の 「基数」を固定することである。「基数」の水準によって,超 過利潤






節税)を基数 とす る時,86年度の経営が比較的良好で利潤が大 きい場合は
「基数」が相対的 に高い水準に設定 されるが,次年度から 「基数」を超過
達成するのは相対的に難 しくなる。他方,86年度の経営が比較的不良で利
潤が少ない場合 「基数」は相対的に低水準に設定されるが,以 後 「基数」
を超過達成するのは容易になるであろう。つまり,一定期間にわた り 「基
数」が固定 される場合,当 初において成績がよい企業ほど相対的に苦 しく
なる(「鞭打快牛」)のに対 して,当 初成績の悪い企業ほど相対的に楽にな
る(「保護落后」)とい う問題である22)。特に 「基数」を固定 したあ と経済環





達成できる。 しかし,コ ス トが上昇 しつつも製品価格が固定されている企
業(例 えぽ指令計画の比重の高い企業)に とって市場が売行き不振の場合






に固定化された請負い 「基数」 と変動す る経済環境 とのギャップは一層増
大 したのである。このギャップの増大は(予 算内)国 有工業企業の請負い







業 とのヨコの比較(例 えば平均資金利潤率)を 参照 していないこと,②変
動す る市場価格動向に応 じて弾力的に上納利潤 の指標や 「基数」を調整で
きないこと,③企業 と行政当局 との1対1の 交渉 ・駆引で決まるところが
あること(「人情基数」といわれる)26)。③の場合,企 業は 「基数」をできる
かぎり低 く設定 しようとするであろう。 こうした点は確かに,経済合理性
からみて問題ではある。ただし,請負い制の 「基数」の確定が個別的で規
範性に欠けるのは,価 格体系の「二重制」,競争条件の相違,マ クロ調節の





請負い指標について一般に,上 納利潤,技 術改造,生 産額,販 売額,品
質,賃 金総額国有資産の維持増加,留 保利潤の使用法(生 産発展基金,福
利基金,奨 励基金へ の分配),借款の返済などが請負い契約に規定 された。









はその経営機能の面か ら検討 してみたい。検討の対象は(1)企業 と国家 との
利潤分配動向,② 企業内の分配一 消費 と蓄積,(3)損 益自己負担,で
ある。
(1)企業 と国家 との利潤分配





表1-1国有工業企業(独立採算制)の利潤分配 (単位:億 元 ・%)







利潤 総 額,国 家 上 納額(利 潤 ・税金 ・費 用),留 保 利潤 は 『中国 工 業経 済統 計年 鑑1991」
124,133頁。
銀 行返 済 額 は 『財 政 』1989年11期,11頁と 『経 済 研究 』1992年3期,33,34頁よ り算 出。





















とは国家に納入した利潤 ・税金(所 得税 ・調節税 その他,た だ し販売税は
含まず)・費用の総額である。従って,厳密には請 負い制企業の請負い上納











しかし,注意 しなければならないのは,表1-1の留保利潤額 は名 目の額
であって,そ の中 にはまだ国家に上納する一部の税金(資 源税 ・奨金税)
と費用(エ ネルギー交通建設基金 ・国家予算調節基金 ・国債購入など)が








分配動向は次のよ うにまとめ られる。すなわち,① 利潤総額の大部分(ほ
ぼ半分以上)は国家 に分配 され,企 業に実際留保されるのは小部分(3-4割
以下)で あった こと,しか し,②利潤総額の うちで国家上納分の比率は低
下傾向にあ り,実際留保部分の比重は逆に増加傾向にあったことである3°)。
上記の表ではいずれも,請 負い契約で規定された ところの上納利潤額 自
体の動向を明示 していない。表1-3は請負い企業の利潤額が上納利潤,銀


















*86～88年の分 配 比 は 『財政 』1989年11期,
11頁,89年の分 配比 は 『経 済 研 究 』1992
年第3期,33,34頁よ り算 出
この表によれば,利潤総額に占める上納利潤の比率は1987～88年に減少
し88年で底をつ き,89年は逆に増大 している。この動 きは表1-1の国家上
納額と同様な増減パ ターソを示している。他方,企 業の留保利潤(名 目)
の比率は上納利潤比率 とは逆の動 きを示 している。要するに請負制企業の
上納利潤の比率は89年を除いて請負い企業によ り有利な方向に動 いた と
いえる。
以上,請負い制下の企業利潤の国家と企業への分配関係は1986～88年に










賃金総額と企業の経営効果 との リンクを実施 している企業は請負い制実
施企業の大部分を占めるが,そ の リンクの形式は主に四種類ある。すなわ
ち,① 賃金総額 と実現利潤 との リンク,②賃金総額 と実現 した利潤 ・税金
(=販売税)と の リンク,③賃金総額 と上納した利潤 ・税金(=販 売税)
との リンク,④賃金総額 と製品販売量 との リンク,である。1988年の重慶
市222企業の調査に よれぽ,リ ンク形式は,上納利潤・税金 との リンク121
企業(54.5%),実現利潤・税金との リンクが84企業(37.8%),製品販売
量 との リソクが17企業(7.7%)であった31)。また四川省の大中型国有企業
(10企業)で はその多 くが賃金総額 と実現利潤 との リンクであった とい
う32)。このように形式は企業の状況に応 じてさまざまであるが,一般には実






上納利税額と賃金総額 との比率を示 した ものである。利税総額 とは利潤総
額 と政府に納めた税金[販 売税 と資源税]の 合計で,そ れは企業の販売収
入か ら物的人的 コス トを差引いた残 りに相当し,企業の純収入にあたる。



























(周富 祥論 文 「中 国 工 業経 済 研 究」1992-1,25頁,『中 国工 業 経 済統 計 年 鑑1991』
124,133頁よ り作 成)










国有工業企業における賃金総額 と企業の経済効果 との リンク比率の実際
動向は政府の規定 した比率(1対0.3～0.7)をかなり突破していることが
明 らかにされている。すなわち,企 業の経済効果 の増加1.0に対する賃金
総額の増加指数は,1986年が1.02,87年1.12,88年1.04,89年1.8,90
年3.4であった33)。
以上から,企業の経済効果 と賃金総額 との比例 リンクはその本来のねら




企業の留保利潤は生産性基金 と消費性基金 に分 けられる。前者は①生産
発展基金,② 新製品開発基金,③ 予備基金であ り,将来の生産拡大のため
































奨励基金 ・福利基金 の比重は37%から62%へ,生産発展基金(三 項基金)
の比重は63%から38%に減少 した38)。以上のよ うに経営請負い制 のもと
で,企 業の留保利潤 は生産発展 よりも職員労働者の消費性基金に多 く使わ
れ,し かもその傾向が次第に強 まっている状況がある。
(3)損益 自己責任 メカニズム
旧来の経済システ ムのもとにおける国有企業の 「予算制約」が極めて ソ
フトで,赤 字経営で も国家財政の補填に依存することがで きた(「企業が国
家の大鍋の飯を食べ る」とい う)。請負い制のもとでは損益 自己責任を明確






① 「リスク基金」の現状 成果 と限界
請負い条例によれば,請 負い企業は上納利潤請負い額を達成できず,損
失を出した場合にはその損失分を必ず 自己負担 しなければならない。その
損失負担用に設定 されたのが 「リスク抵当基金」(「風険抵押」)であ る。 リ
スク抵当基金 の源泉は,① 「企業基金」,②請負い経営者が負担する リスク





介 されている。 これは,毎年税引 き後の留保利潤 のなかから一定率(例 え
ば10%)の欠損準備基金を出して銀行の専用 口座 に預金 してお くものであ
る39》。





請負い経営者で千元以上であ り」「これでは リスク意識は形成で きない」と
い う41》。このような一般的状況のもとにあるとはいえ,リスク抵当を実施す
るかしないかは利潤請負い実績 にある程度関係 していることも事実であ
る。1246企業の調査によれぽ,第 一回請負い期間において リスク抵 当(財
産抵当)を 実施 した企業 とそれを実施 していない企業 とでは請負い利潤指
標の達成度が異な り,前者のほ うが後者 よりもよい実績を示している(表
3-1を参照)。
一41一
表3-1請 負い利潤 を達成 した企業の比率動向
(単位:%)
1987888990年
リス ク 抵 当 を 実 施 した 企 業92.594.685.263.5
実 施 し な い 企 業94.890.276.359.9
(愈全 林論 文 『改 革』1991-6,143頁)


















これによれぽ,経 営者 ・企業に対する リスク負担(処 罰)を より厳 しく
したほど,当該企業の請負い利潤の達成実績がよくなっている。
以上の事例は,経 営者や企業に対する経営 リスク負担を相応に厳 しく課
す ことは,確 かに企業の経営請負い目標の達成に促進的作用をはた してい
ることを示している。








を補充 しえなかった とい う42)。
また全国32400余の請負い実施企業の調査によれぽ,1989年の請負い契
約を達成で きなかった企業は18.9%で,その うち約三分の二の企業は自己
資金,留保利潤,リ スク抵当基金か ら補償するこ とができなかった。結局,
それ らの企業は補償額の返済 を将来 に延期する ことで処理 したのである
が,こ うした処理をした企業は1990年に更に増加 した43)。またある論文は
請負い契約を達成で きなかった企業の実に80%以上は乏 しい 自己資金で
はその欠損を補充できない状況にあるともいう44)。企業は請負い契約違反
を犯 しているわけだが,政 府側 は結局その結果を認めざるをえず,欠 損の
補償を免除するしかないとい う45)。請負い企業 に対する政府の温情主義が
依然 として続いているのである。 このように請負い制の抱えている大 きな
問題の一つは企業が欠損に対 して自ら責任を負えない状況(「負盈不負薦」)


































に契約期限をむか えた。そ して90年末までには予算内国有工業企業 の
80%が第2回 目の請 負い契約を結び,91年3月末までには同企業の90%が
契約を更新 した5°)。全業種の国有企業ではその95%以上が91年3月 末ま
でに契約を更新 した51》。こうして91年6月 までに第2回 目の請負い契約工
作は基本的に終了したといわれる。
新たな請負い契約 の基本方針は 「三つの安定」 と 「大 きな安定 ・小さな
一44一
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調整」 と規定 された。三つの安定 とは,経 営請負い制政策の安定,経 営者
の安定,請 負い基数の安定を指す。 この安定を基本として部分的に調整を
進めていくとい うものである。1989年から90年にかけての経済不況と企










請負い契約を更新 した359企業の調査(1990年末実施)に よれぽ,企 業
側の経営請負主体 と政府の発注主体の状況は表4-1,表4-2のとお りであ
る。






























③従業員全員は前回 より増えた,④ 工場管理委員会(職 工代表大会)は 極
めて少ない。大きな変化としては工場長個人から工場指導グループへの変
化である。この指導 グループの構成は基本的に前回の構成を継承 してお り,
そのケースは全体の80%前後を占めるという54)。工場指導グループの請負





へ と変化 した理由 としては,旧来の工場長個人請負いが抱えた問題状況か
ら説明されている56}。すなわち,① 請負い経営者である工場長 と一般の職














更に,請 負い企業 と発注機関の組合わせがどのように変化 したのかを見
てみたい。表4-3は第一回請負い時にそれぞれの発注機関 と契約を結んだ



















化が比較的 目につ くのは,前 回,国 有資産管理部門,財政部門,連 合発注
機構のそれぞれと請負い契約をむすんだ企業であ る。すなわち,前 回,国
有資産管理部門 と契約した企業の22%が今回は政府連合発注機構 と契約
し,前回,財政部門 と契約 した企業の17%が今回は主管工業部門 と契約 し,
前回連合発注機構 と契約 した企業の17%が主管 工業部門へ と変わってい
る。企業側には基本的に契約相手を選択変更する権限がないので,こ の変
化は政府側の関係部門による調整の結果であると思われるが,ど の ような
理由か ら政府発注機関が変化 したのかは分 らない。
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(2)請負い形式












































少 した ことは,経 営状況の悪化のなかで政府側が企業側の要望に譲歩 した
表れであろ う。② の形式がかな り増大 したのは,企 業に比較的有利な③や
④を望む企業側と利潤上納額の年hの 増大を希望す る政府発注側 との妥協
として選択されたのであろう。④ の形式の増減は不明であるが,企 業側の








契約更新にあたっては,市 場条件 と企業の経営条件にもとついて,各 地で
はより合理的で柔軟な基数確定方法がいろいろ採用された といわれる57)。
その具体的内容はよく分 らないが,例 えぽ,同 業種同地区企業の平均資金
















標を設定 した。すなわち①効果利益指標(資 金利潤率,資 金利税率,優 良
製品生産額比率,労 働生産性など),②企業発展 力指標(従来の技術改造指




い指標体系が規定 され,請 負い指標の数は前回の請負い契約に比べ,大 幅
に増加 した。また一部ではその他に,環 境保護,計 画出産,財 産保険など
の指標が加わ り,最も多い ところでは30数個 に増加 した とい う63)。それぞ
れの指標についてはその監督官庁が分れているから,企業にとっては余 り
に多 くの監督官庁を抱えることになった。また指標が多すぎるために,そ
の操作可能性が小 さくな り,契約に規定 しても実際には効果のないものに
なる危険性がある。
実際,第2回 目の請負い契約においても契約規定が依然 としてあまり拘
束力を もたず,例 えぽ,企 業が請負い利潤指標を達成できず欠損を出した
場合,ツ ケで処理す るや り方が増えているといわれ る64)。
(5)請負 い期間
経営の短期化の弊害を克服するために,今 回の請負い契約では一般に3
年 より短 くしないこと,で きれば五か年計画や技術改造周期 と相応 させ,
より長期的な請負いを保障することが推奨された。 しかし,実際には今回
請負い期間はむ しろ短縮化の傾向を示 したよ うである。すなわち,多 数の












第2回 請負い契約で リスク抵当(財 産抵当)を 規定 した企業は全国統計
で22%にすぎないとい う68)。第1回 請負に比べてわずか2%余 りしか増え
ていない。
前記359企業の調査では第2回 請負い契約で リスク抵当(財 産抵 当)請
負いを規定 した企業は前回の19.3%から23.7%に増加 している69》。4.4ポ
イソ トの増加で,そ れほど伸びていない。同調査ではまた,第1回 請負い
で財産抵当を設定 した企業の うちの86.7%が第2回 契約で も同様に財産
抵当を設定している。しかし,残 りの13.3%の企業は第2回 契約で財産抵
当を止めた。他方で,第1回 請負いで財産抵当を設定 していなかった企業
の8.9%が第2回 契約では財産抵 当請負いを実 施するよ うになった とい
う7°)。13.3%の企業が第2回 契約で財産抵当を止めた理由は分 らない。いず
れにせよ,自 らリスク負担制度を実施する企業はまだかな り少ない状況で
あ り(サンプル全体の1/4以下),まずその制度の普及が大 きな課題 である。
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中国国有企業の経営請負い制の動向
OnTrendsofContractResponsibilitySystem
inChineseState-ownedEnterprises
ShinichiKAWAI
Since1987,alargenumberofState-ownedenterprises,particularly
industrialenterprisesinChinahaveperformedanewmanagement
system,calledacontractresponsibilitysystem.Thesystemisbasedon
andconcretelyprescribedbymutualcontractsignedbetweenanenter-
priseandagovernmentauthorityconcerned.Underthesystem,the
enterpriseshouldberesponsibleforturningoverthecontractedprofit
tothegovernment.Surplusofthecontractedprofitisdividedincertain
waybetweenthetwoparties,withpreferencetotheenterprise.Incase
ofdeficit,theenterpriseisrequiredtomakeupforthelossbyitself.
Thesystemhasbeenconsideredthecenterofenterprisereformsnow
developinginChina.
Thispaperpaysaconcreteattentiontothewaythenewmanage-
meetsystemhaveperformed.
First,actualformsofthesysteminthefirstroundperiod(1987-90)
isconsidered.
Second,actualeconomicfunctionofthesystemisanalyzedinterms
ofthreeimportantpointsbelow(1)divisionofprofitbetween
governmentandenterprise,(2)divisionofretainedprofitinenterprise
tosavingandconsumption,(3)actualperformanceofselfresponsibi1-
ityofprofitandloss.
Third,thepaperwilltouchuponthefeaturesofthesecondround
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periodofcontractsystemstartingin1990
56
